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１．はじめに 

 

 広域地下水流動研究は，広域における地質環境，特に地下水の流動特性・地球化学特

性，およびこれらの特性を規定する地形・地質を把握するための体系的な調査・解析技術

の開発を重要な研究課題として，平成４年度から岐阜県土岐市にある東濃鉱山およびその

周辺域を研究開発の場として実施されている。 

 本研究は，開始後の５年間（平成４年度～平成８年度）は，主として調査・解析に関する要

素技術の開発のその有効性・適用性の確認に主眼を置いた研究が行われた。その後は，

平成９年３月に策定された「広域地下水流動研究基本計画書」（動燃事業団，1997）に則り，

要素技術の開発と並行して，広域を対象とした地質・地質構造，地下水の流動特性および

地球化学特性に関する研究を通して地質環境の調査技術の体系化に向けた研究が進めら

れている（サイクル機構，2000；小出・前田，2001）。これらの調査・研究成果は深部地質環

境のデータとして平成 11 年度に国へ提出した地層処分研究開発成果の第２次取りまとめ

（サイクル機構，1999）に反映されている。 

 本計画書は，広域地下水流動研究に関する平成 14 年度計画を示したものである。 

 なお，花崗岩を対象とした地質環境に関する研究に関する全体スコープについては本計

画書の参考に示す通り，対象とする空間スケールを広域スケール（数十 km 四方以上），ロ

ーカルスケール（数 km 四方），ブロックスケール（数百 m 四方）に設定し，このうち広域地下

水流動研究は，広域スケールとローカルスケールを対象としたものである（サイクル機構，

2002）。 

 

 

２．広域スケールを対象とした調査・研究 

 

 広域地下水流動研究の主な目的は，広域（ここでは地下水流動系の涵養域から流出域ま

でを包含する数km四方以上の領域）における地表から地下深部までの地質・地質構造，地

下水の流動特性や地球化学特性などを明らかにするために必要な調査・解析ならびに調

査・解析結果の妥当性を評価するための技術の開発（動燃事業団，1997）であり，この目標

に向け，地下深部の地質環境に係わる現象やメカニズムに関する研究を進めている。 

 本研究のように広範囲な領域の地質環境を対象とする段階では，密度の高い調査の実施

は現実的には困難であり，調査手段も文献調査や空中および地上からの調査に限定される。

したがって，このような段階における地質環境の評価項目と評価に必要な調査の質と量を検

討するための事例を提示することが，調査・評価技術の整備にあたり重要である。 

 このような観点から広域地下水流動研究では，実際の地質環境を対象とした調査研究を

通して，限定された情報量で地質環境の何がどの程度把握できるのかを事例的に示すとと

もに，用いられた各種調査・評価技術の適用性の確認，およびそれらの技術の組合せや手

順などを示した調査・評価フローの構築を目標としている。 

 調査・評価技術の適用性評価にあたっては，測定データや解析結果に含まれる不確実性

の評価も重要である。これらの不確実性は，対象となる地質環境の不均質性や異方性の程

度とともに調査量と深く関係するものと考えられることから，既存情報に基づく地質環境の概

念モデルを出発点とし，「計画立案→調査・解析→モデルの構築（更新）」といった一連のプ

ロセスを繰り返し，段階的に地質環境のモデル化を進めることにより，不確実性を考慮した
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地質環境の調査・評価技術に関する研究開発を実施している。 

 研究実施領域の設定には，研究対象となる地下水流動系の涵養域から流出域までを包

含する必要があるために，文献情報に基づく予察的な地下水流動解析を実施し，解析から

得られた深度 1,000m 付近までの地下水の流動方向に基づき，図１に示す約 10km 四方の

研究実施領域を設定した（動燃事業団，1998）。 

  

 
 

図１ 広域地下水流動研究の研究実施領域 
 

 地表から地下深部（約 1,000m）までの地下水流動を理解するためには，ローカルスケール

（数km四方）を対象とした地下水流動のモデル化（水理地質構造のモデル化および地下水

流動解析）を行う必要があり，また，このローカルスケールにおけるモデル領域や境界条件

を設定するためには，地形や流域形状を考慮した広域スケール（数十 km 四方）を対象とし

た予察的な地下水流動解析を行う必要がある。 

 広域スケールでの地下水流動のモデル化においては，対象とする地下水流動系の地下

水域の把握，特に涵養域および流出域の同定と，より限定された領域であるローカルスケー

ルでのモデル化領域や境界条件の設定が主要な目標となる。そのためには，対象とする地

下水流動系を適切に把握するためのモデル化領域や境界条件の設定方法を構築すること

が重要な研究課題となる。 

 平成14年度は，上記研究課題に基づき以下の研究開発テーマを設定し，ローカルスケー

ル等での成果を取り入れつつ，地下水流動解析等を進めていく。 

① 広域スケールでのモデル化領域の設定方法 

② 広域スケールでの水理地質構造の概念モデルの構築 
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③ ローカルスケールでのモデル化領域および境界条件の設定方法 

 また，地質環境の長期安定性に関する研究の成果を反映して，変動を考慮した場合の流

動特性の分布を例示するとともに，地下水流動の長期挙動予測に係わる合理的な解析手

法を構築していく。平成 14 年度は，地質環境の長期安定性に関する研究の一環として，東

濃地域を対象とした地形発達シミュレーションを実施する予定である。 

 

３．ローカルスケールを対象とした調査・研究 

 

 ローカルスケールでの地下水流動のモデル化においては，広域スケールに比べて対象領

域内の地下水流動をより詳細に評価することが要求される。そのため，地質媒体が本来持

つ不均質性や限定された調査項目・量に起因する調査データ，水理地質構造モデル構築

手法，および地下水流動解析手法（解析モデル構築技術）が有する不確実性の評価，およ

びこれらの地下水流動解析結果への影響の評価が重要となる。 

 特に，地下水流動のモデル化にあたり，断層破砕帯の分布，規模や特性に関する調査研

究を実施することが重要である。しかし，断層が露頭で観察されるケースは稀であり，存在が

明らかな場合においても，断層本体およびその周辺岩盤が破砕や変質を受けて脆弱な状

態にあることから，断層の規模や特性を明らかにするための調査に制約を受けることが多い。

このため，脆弱な岩盤状態においても地質環境の各種特性データの品質を確保しつつ取

得できる調査技術の整備と調査フローの構築が重要な技術課題である。 

 一方，地下水流動解析を実施するにあたり，境界条件の設定根拠・解析結果の検証デー

タとなる表層水理定数や地下水位および間隙水圧の分布と季節変動を把握するためのモ

ニタリングが重要である。例えば，現在実施している間隙水圧・水質などのモニタリングは，

超深地層研究所計画における研究坑道掘削に伴う変化を捉え，現象のモデル化のために

も利用されることから長期間にわたるため，モニタリング技術やデータの解析・評価手法の有

効性，観測システムの長期健全性を評価していく必要がある。 

 また，地下水の地球化学的状態は，地下水の流動経路や反応に係わる地下水滞留時間

に支配されているといえることから，地下水の地球化学的特性を適切に理解するためには，

地下水が賦存する岩盤の地球化学特性に関する情報とともに，地下水の流動特性に関す

る情報が必要である。一方地下水流動の観点においても，構築された地下水流動モデルと

地下水の地球化学的状態との間に矛盾がないことを示すことができれば，地下水流動モデ

ルの妥当性を示す有力な根拠になりえる。したがって，地下水流動モデルと地球化学モデ

ルの整合性を確認することは，地下水流動モデルの評価手法を構築する上でも重要な課

題である。 

 以上に基づき，平成 14 年度において以下の研究課題に対して調査・研究を進めていく。 

① 断層破砕帯を考慮した調査技術および調査フローの構築 

② 地質環境のモニタリング技術および調査フローの構築 

③ ローカルスケールにおける地下水流動モデル化技術の構築 

④ 地下水流動モデルと地球化学モデルの整合性の確認 

 

(1) 断層破砕帯を考慮した調査技術および調査フローの構築 

 本課題は，断層破砕帯の位置の特定に関する調査技術および断層破砕帯の規模や特性

に関する調査技術を構築し，断層破砕帯を対象とした調査フローを構築することを目標とす

る。調査フローの構築にあたっては，「調査フローの立案・評価・改良」のプロセスにより，詳
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細かつ現実に則したプログラムの構築を目指す。平成 14 年度は，平成 13 年度までに推定

された岩相および基盤不整合面の性状把握や，大規模な断層破砕帯の分布・性状を推定

するために，地質踏査，地表物理探査，試錐調査等を実施する。 

 

（i）地質踏査 

 リモートセンシング調査で判読されたリニアメントなどの地質学的意味を評価する目的で露

頭調査を実施する。また，平成 13年度に断層破砕帯の分布・性状を推定するために実施し

た高密度電気探査結果を確認するための露頭調査などを実施する。 

 

（ii）地表物理探査 

 大規模な断層破砕帯などの地質構造の分布・性状や岩相・基盤不整合面の位置などを把

握することを目的として，DH-2号孔を用いたVSP（Vertical Seismic Profiling）調査や反射法

弾性波探査を実施する。 

 なお，反射法弾性波探査結果を用いて，平成15年度以降に掘削される1,000m級試錐孔

の掘削位置や調査内容を具体化していく。 

 

（iii）試錐調査 

 断層や割れ目などの地質・地質構造に関する情報を取得するために，既存試錐孔である

DH-2 号孔での調査を実施するとともに，1,000m 級試錐孔（２孔，平成 15 年度掘削終了予

定）の掘削を開始し，試錐孔を利用した水理特性や地下水の地球化学特性の把握を開始

する。ただし 1,000m 級試錐孔の掘削位置や調査内容については，平成 14 年度に実施さ

れる地表物理探査などに基づき具体化する。 

 DH-2号孔では，物理・流体検層，BTV，水理試験等が実施された後，地下水長期観測シ

ステムを設置し，間隙水圧などのモニタリングを実施する。 

  

（２）地質環境のモニタリング技術および調査フローの構築 

 本課題では，モニタリング技術やデータの解析・評価手法の有効性，観測システムの長期

健全性を評価し，モニタリングに関する技術的課題に対する解決策の提示と調査フローの

構築を目指すとともに，処分事業の各段階におけるモニタリングの定義や位置づけを明確

にした上で，モニタリングの項目や要求される仕様を検討していく。 

 平成 14 年度は，モニタリングシステムの長期健全性を評価するための情報を取得するた

めに，平成13年度に引き続き既存の観測装置や新規に設置する観測装置を用いて水収支

観測・間隙水圧観測・水質観測などを実施する。 

 

（３）ローカルスケールにおける地下水流動モデル化技術の構築 

 本課題では，地質媒体が本来持つ不均質性や限定された調査項目・量に起因する調査

データ，水理地質構造モデル構築手法，および地下水流動解析手法（解析モデル構築技

術）が有する不確実性の評価，およびこれらの地下水流動解析結果への影響を評価し，調

査・モデル化技術の体系化を目指す。さらに，広域スケールにおいて構築された地下水流

動モデル化技術と併せて，広域スケールからローカルスケールまでの一連のモデル化技術

の構築を目指すとともに，ブロックスケールの境界条件を設定するために必要な情報を整備

していく。 

 平成 14 年度は，ローカルスケールでの地下水流動解析の上部境界条件設定などに資す
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るため，広い領域における表層水理定数の設定に関する検討を行う。 

 

（４）地下水流動モデルと地球化学モデルの整合性の確認 

 本課題では，地下水の流動特性に関する情報を考慮し，現在の地球化学的状態を説明

し得る水質形成モデルの構築，研究対象領域内に分布する堆積岩および花崗岩の pH や

酸化還元の緩衝能力に関する定量的評価を目指す。 

 平成 14 年度は，MP システムを用いた水質のモニタリングを継続し，新規試錐孔での地下

水の採水分析を実施するほか，微生物などが地下水の水質や酸化還元に与える影響を検

討していく。 

 

 

４．調査技術・調査機器の開発 

 

広域地下水流動研究に関連する平成 14 年度の調査技術・調査機器の開発として，以下

の項目が挙げられる。 

①地質構造調査技術開発 

②地下水の水理特性・地球化学特性調査技術開発 

③データベースの構築 

以下に，平成 14 年度における開発計画を示す。 

 

①地質構造調査技術開発 

これまでに，DH-12，DH-13 号孔等における試錐調査によって得られた知見，透水性割

れ目に関する国内外の研究事例などを参考に，鉱物学的・地球化学的手法を用いた解析，

地球物理学的手法を用いた解析，および構造地質学的手法を用いた解析を試みた。 

平成 14 年度においては，反射法弾性波探査結果を基に，より確実に不整合や割れ目帯

および断層などの不連続構造を推定するための補完的な技術の有効性確認のために，弾

性波探査の測線上に掘削された試錐孔を利用し VSP 探査を実施する。 

 

②地下水の水理特性・地球化学特性調査技術開発 

地表から地下深部までの水理特性・地球化学特性に関する信頼性の高いデータを取得

するため，1,000 m 対応および高温（70 度）対応の調査機器および単孔式揚水試験に対応

できる調査機器を開発してきた。平成 13 年度までに，パッカーの遮水性をさらに向上させる

ため，および多数の亀裂を有する岩盤においても遮水性を確保するために，パッカーを多

数連結して同時拡張を行える機能を付加する改良を行った。 

平成 14 年度においては，これまでの使用実績を確認し，適宜改良を行う。また，本装置

を，高透水性区間でも対応可能な装置に改良する。 

さらに，水理試験データの品質を確保するために，現場調査から水理パラメータ算出に

至るマニュアルの作成を行う。 

 

③データベースの構築 

平成 14 年度については，これまでに構築してきた調査用データベースの運用を通して，

適宜改良を行う。 
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５．スケジュール 

 

平成 14 年度に実施する主な調査・研究のスケジュールを表 1に示す。 

 

表 1 平成 14 年度 調査・研究スケジュール 

H14 H15

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1.　広域スケールを対象とした
　　調査・研究

(1) 広域スケールにおけるモデル化技術
　　の構築

　広域スケールでのモデル化領域の設定
　方法の検討

　広域スケールでの水理地質構造の
　概念モデルの構築

　ローカルスケールでのモデル化領域
　および境界条件の設定方法の検討

２．ローカルスケールを対象とした
　　調査・研究

(1) 断層破砕帯を考慮した調査技術
　　および調査フローの構築

　地表踏査

　地表物理探査

　試錐調査

(2) 地質環境モニタリング技術
　　および調査フローの構築

(3) ローカルスケールにおける地下水
　　流動モデル化技術の構築

(4) 地下水流動モデルと地球化学
　　モデルとの統合

３．調査技術・調査機器の開発

　地質構造調査技術開発

　地下水の水理特性・地球化学特性調査
　技術開発

　データベースの構築
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【参 考：地質環境特性に関する研究】 

 

１．地質環境特性に関する研究のこれまでの概要  

 

 東濃地科学センターが地質環境特性に関する研究を進めている岐阜県東濃地域には，

白亜紀の花崗岩（土岐花崗岩）が広く分布する。この土岐花崗岩を基盤として，新第三紀中

新世の堆積岩（瑞浪層群）と，固結度の低い新第三紀鮮新世の砂礫層（瀬戸層群）が分布

する。これらのうち，わが国に広く分布する白亜紀花崗岩体のひとつである，土岐花崗岩を

主な対象として，広域地下水流動研究および超深地層研究所計画を進めている（図１）。 

 特に広域地下水流動研究は，深地層の科学的研究の一環として，平成4年度から東濃鉱

山周辺地域を研究開発の場として実施している。本研究の目標は，広域（ここでは地下水

流動系の涵養域から流出域までを包含する数十 km 四方以上の領域）における地表から地

下深部までの地質・地質構造，地下水の流動特性や地球化学特性などを明らかにするため

に必要な調査・解析技術の開発と，その適用性の評価であり，この目標に向け，地下深部

の地質環境に関わる現象やそのメカニズムに関する研究を進めている。本研究では，開始

から5年程度の間は，主として調査・解析技術に関する要素技術とその有効性・適用性の確

認に主眼を置いた調査・研究を行った。具体的には，試錐調査を中心に深度 1,000m 対応

の地下水調査機器を実用化するとともに，試錐孔の清水掘削技術などのノウハウを蓄積し

た（サイクル機構，2000；小出・前田，2001）。また，これらの試錐調査により得られた地下水

の流動特性および地球化学特性の深度方向の変化などを整理し，「第 2 次取りまとめ」に反

映した。これまでに行われてきた試錐調査の位置を図２に示す。「第 2 次取りまとめ」以降は，

それまでの要素技術開発と並行して，地下深部の地下水流動系の全体像を把握するため

の地上からの調査技術やモデル化技術の整備を進めている。 

 今後，地質環境特性に関する研究を進めるにあたっては，実際の地質環境を対象とした

調査・研究を通して，取得される情報量と地質環境の理解の程度との関係を事例的に示す

とともに，用いられた各種調査・解析技術の適用性の評価と，それらの技術の組合せや手順

および適用に際しての留意点などを示した調査・解析フローの構築がひとつの重要な課題

である。そのためには，特に，瑞浪超深地層研究所用地とそれを対象領域として含む広域

地下水流動研究の研究成果を相互に活用するよう計画を策定し，広い領域から研究坑道

展開する瑞浪超深地層研究所用地までのスケールを対象とした調査手法および調査デー

タを一連のものとして，調査・解析手法の適用性に関する知見を蓄積することが必要となる。 
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図１ 東濃地域の地質概要 
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図２ 広域地下水流動研究で実施した試錐調査位置図（サイクル機構，2001） 

２．地質環境特性に関する研究の今後の進め方 

 

２．１ 調査・研究のアプローチ 

 

地質環境特性に関する研究を行う場合，岩盤の不均質性を考慮した調査・研究のア

プローチが重要である。しかしながら，不均質な岩盤から取得した限られた量・品質

のデータに基づく地質環境モデル（例えば，水理地質構造モデル）の構築には任意性

があり，そのモデルを用いた解析結果（例えば，地下水流動解析結果）には不確実性

が含まれる。また，データが限られてくることに起因して，様々なデータの解釈やモ

デル化・解析の方法が適用され，これが地下水流動解析結果などの不確実性を増幅す

る原因ともなっており，ともすれば解析結果の不確実性や解釈の不確実性のために有

効な調査が実施できずデータの不確実性を生ずることとなる。さらに，性能評価への

展開を考えた場合，上述した不確実性に加えてモデルの簡略化に伴う不確実性や核種

移行特性の不確実性が加味されることになる（図３）。理想的には，原位置データ，

データの解釈，地質環境のモデル化の各段階における不確実性を定量的に評価すると

ともに，評価全体にわたる不確実性の影響の伝播を分析し，それぞれの不確実性の影

響度と重要な不確実性要因の種類についての検討を繰り返し行い不確実性の要因を

洗い出すともに，不確実性の低減に資する効果的な取り組みが必要となる。そのため，

以下に示す２つの考え方を基本に，調査・研究を進める。 

 

 
 

性能評価モデル： 
簡略化に伴う不確実性 

亀裂ネットワークモデル 
不均質連続体モデル  など 

水理地質構造モデル： 
概念モデルの不確実性 

亀裂の透水量係数と亀裂密度 
流れ次元と透水量係数  など 

データ解釈の不確実性 

亀裂の大きさ 
測線方向によるバイアス 
透水試験の品質  など 

原位置データの不確実性 

岩盤の不均質性 
限定された調査量←コスト、調査による擾乱を考慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平均化、最大化 
均質化（不均質の取り扱い） など  

 

 

図３ 地質環境の把握に関わる不確実性 

 

① 統合化データフロー 
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正馬様用地における調査・研究において，調査・研究の全体のストラテジーとゴー

ルを明確にしつつ全体の体系化と，各分野の知見の統合化を図るため，先行事例を参

考にして（Nagra，1999），調査開始からデータ解釈，地質環境のモデル化を通して

評価に至るまでのデータの流れと成果の反映項目を系統的に整理した統合化データ

フロー（Synthesis diagram）を構築している（図４）。 

広域地下水流動研究を進めるにあたっては，正馬様用地で構築された統合化データ

フローを参考に構築する。これらの統合化データフローに沿って調査・研究の成果の

統合化を進めるとともに，必要に応じて，統合化データフローを改良する。これらの

知見により，地表からの調査・解析の統合化の方法論を例示することとなる。 

 

 

 
 

 

図４ 統合化のデータフローの例（地質・地質構造） 

 （   ：地質・地質構造のデータフローに直接関係する部分） 
 

 

② 繰り返しアプローチ 

 

地質環境特性に関する研究では，対象となるスケールは広域から段階的に調査・研

究を進める。また，調査も目的に応じて地表踏査，物理探査，試錐調査と段階的に推

移し，試錐調査は単孔から多孔間と調査が進展する。これらの過程を通して得られる
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地質環境特性に関するデータの種類と数量は，段階的に増加する。調査の進展に応じ

て統合化データフローを更新しつつ，データやその解釈の不確実性を考慮して地質環

境をモデル化し評価項目を定量化する。重要度が高く現実的に不確実性の低減に寄与

しうる項目を統合化デーフローに基づき抽出し，次の調査計画へ反映させる。これら

のアプローチを調査の進展に応じて繰り返し実施することで，不確実性の低減に向け

た合理的な調査と評価の体系を段階的に例示することとなる（図５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 調査ステップごとの調査・解析・評価の繰り返しアプローチ 

 

 

２．２ スケール 

 

 地質環境特性に関する研究の成果は，処分事業における各段階の技術基盤となるよ

う，深部地質環境の調査・解析手法の基盤の整備を行うとともに，安全基準等の整備

に対する技術基盤とする必要がある。そのため，対象とする地質環境の範囲と，建設

する地下研究施設の大きさを踏まえ，海外の研究事例（Gustafsson G. et.al., 1991）

を参考に，以下に示すような広域，ローカル，ブロックスケールにわけて，地表から

の調査・研究を進める（図６）。これらの調査・研究により，広域スケールから順に，

対象とする地質環境を絞るとともに，段階的に調査の精度を上げながら，調査で取得

する情報量と地質環境の理解の程度の関係に関する知見を得る。これらを通じて，使

用した調査・解析手法の適用性の評価を例示すことができる。 

 

－広域スケール（数十 km 四方以上） 

  本研究に関わる地表からの調査・研究では，ローカルスケールの対象領域および

境界条件を設定することを目的とし，文献調査および既存データに基づく地形解析

などにより感度解析的に地下水流動解析を行う。この解析・評価を通じて，サイト

特性調査を展開すべきローカルスケールの対象領域や境界条件の設定に関する手
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法の適用性を例示することとなる。 

 

－ローカルスケール（数 km 四方） 

  本スケールは，瑞浪超深地層研究所用地を囲む，地下水の涵養域から流出域を含

む範囲である。本スケールを対象とした地表からの調査・研究では，水理特性に関

する評価項目として，地層処分システムの安全性を評価する上で重要と考えられる

パラメータ，並びにブロックスケールの境界条件を設定するために重要と考えられ

るパラメータとして，地下水の移行経路，流量分布，ブロックスケールの領域の地

下水流動場（水頭・流量分布）などを設定し，段階的に行う調査・研究の計画立案，

データの解釈，地質環境のモデル化および評価を通して，地質環境の理解の程度を

確認していく。この過程を通じて，地表からの調査・研究で最も重要なローカルス

ケールにおける調査・解析手法の適用性を評価することとなる。 

 

－ブロックスケール（数百 m四方） 

  本スケールは，ローカルスケールで構築した地質環境モデルを，実際に研究坑道

や研究坑道から行う試錐調査などにより得られた情報で評価するための領域と位

置づける。なお，本スケールの対象領域の範囲は，地表からの調査・研究で取得さ

れる地質環境の情報と，第 2段階および第 3段階で扱う各分野の課題を基に設定す

るため，その範囲については，今後行う第 2段階および第 3段階の調査・研究の具

体化と並行して行っていく。 

 

 これらのスケールのうち，広域スケールおよびローカルスケールを対象とした調

査・研究は主に広域地下水流動研究で，ブロックスケールを対象とした調査・研究は

主に超深地層研究所計画で行っており，それぞれの研究成果は相互に活用していく。 

 

 

 

広域スケール（数十 km四方以上） 

ローカルスケール（数 km四方） 

ブロックスケール（数百 m四方） 

 

図６ スケールの概念 
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２．３ これまでの成果 

 

平成 13 年度までに，リニアメント解析および地表における地表概査を行い，地質

構造モデルを構築した。これらの情報により得られた地質環境の情報により，地表か

らの調査・研究で確認する必要のある地質環境特性を抽出した。 

 

 

① 地質・地質構造 

・ 研究所用地周辺には，基盤である後期白亜系の土岐花崗岩とそれを覆う第三系の

瑞浪層群が分布する（図 1）。 

・ 堆積岩と花崗岩の不整合面には，起伏の変化に富むチャンネル構造が存在する（図

７）。 

・ リニアメント判読結果から，北北西－南南東系，北西－南東系，北東－南西系，

東西系から構成される複数の不連続構造が分布する可能性が想定される（図８）。 

② 地下水の水理 

・ 研究所用地周辺の地下水は，地形に依存し，概ね北東から南西の方向に流れてい

る（図９）。 

・ 「① 地質・地質構造」に示したチャンネル構造，地質構造，断層などに，地下水

流動は規制されていると考えられる。 

・ 地表から 400ｍ深度までの花崗岩の透水性は，それ以深の花崗岩と比較し数オーダ

ー透水性が高い。 

③ 地下水の化学 

・ 堆積岩中に酸化還元境界が存在する可能性が高い。 

・ 花崗岩中の浅部（深度 300m 以浅）の地下水は Na-Ca-HCO3型で，中性（pH7）かつ

酸化性（Eh>0mV）の地下水であるのに対し，深部（深度 300m 以深）の地下水は，

Na-HCO3型で，弱アルカリ性（pH9）かつ還元性（Eh<-300mV）の地下水である（図

10）。 

・ 土岐川近傍で掘削された試錐孔（DH-12 号孔）において，上記の地下水と異なる，

Na-Cl 型の地下水が確認されている（図 10）。 
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図７ 堆積岩と基盤花崗岩の不整合面の等高線図（サイクル機構，2001） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

図８ リニアメント分布図 

（高密度電気探査は，平成 13 年度実施） 

（サイクル機構，2002） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a) 標高-1,000m における地下水の全水頭分布（解析結果） 
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(b) DH-10 号孔～DH-12 号孔間の全水頭分布 

（解析結果（上），実測値（下）） 

 

図９ 地下水流動解析結果（サイクル機構，2001） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 地下水の水質（サイクル機構，2001） 

 

 

２．４ 調査ステップ 

  

 地質環境特性に関する研究の調査ステップの概念を以下に示す（図 11）。 

 

ステップ１：広域スケールにおける地下水流動解析 

                   x 



 広域スケールでの地下水流動を理解し，ローカルスケールの解析領域および境界条

件を設定することを目的とし，文献調査および地形解析結果に基づき，地形，断層，

および断層やモデルに設定する各地質の水理パラメータや境界条件に着目し，地下水

流動解析（感度解析）を行う。この結果から，地下 1,000m の地下水の涵養域から流

出域を含む１つの地下水流動系を包含する範囲を，ローカルスケールの領域の地下水

流動場を対象領域として設定する。 

 

ステップ２：既存情報等に基づく地質環境のモデル化 

 ステップ１で設定したローカルスケールの対象領域において，既存情報に基いたロ

ーカルスケールの地質環境モデルを構築する。また，このモデルを用い，地下水流動

解析を行う。この際，水理特性に関する評価項目として，地層処分システムの安全性

を評価する上で重要と考えられるパラメータ，並びにブロックスケールの領域の地下

水流動場を推定するために重要と考えられるパラメータとして，地下水の移行経路，

流量分布，水頭分布を設定し，ステップ３以降に行う調査・研究計画の立案，さらに

は，調査により得られたデータの解釈，地質環境のモデル化および評価を通して，地

質環境の理解度を確認していくこととなる。 

 

 

ステップ３：地上物理探査，浅層試錐調査，既存試錐孔における調査などに基づく地

質環境のモデル化 

 研究所用地およびその周辺の地質構造（断層などの不連続構造，堆積岩と花崗岩の

不整合面の形状，堆積岩の堆積岩など）に関する情報を取得するため地上物理探査を

行う。また，堆積岩から花崗岩風化部までを含む浅層部（以下，浅層部）の地質環境

（地質・地質構造，地下水流動，地下水の地球化学）を把握するため，また研究所用

地内に存在が想定されている北北西－南南東系の断層などの有無と位置を確認する

ため，研究所用地で浅層試錐調査を行う。さらに，研究所用地近傍の既存試錐孔を利

用して，地下約 500m までの地質・地質構造，岩盤の水理，地下水の水質，岩盤力学

に関する情報を取得する。これら浅層部，および研究所用地近傍の約 500m までの地

質環境の情報に基づき，ローカルスケールの地質環境モデルの更新およびブロックス

ケールの地質環境モデルの構築を行う。調査を行った浅層試錐孔と既存試錐孔は，必

要に応じてモニタリング孔として用いる。 

 

ステップ４：地上物理探査および深層試錐調査等に基づく地質環境のモデル化 

 本ステップは２つのステップに区分される。最初のステップでは，ステップ３の結

果を踏まえ，研究所用地およびその周辺で深層試錐調査を行う。さらに，次のステッ

プでは，研究所用地周辺で2回目の地上物理探査を行い，その情報に基づき深層試錐

調査を行う。これらの深層部の地質環境の情報に基づき地質環境モデルを更新する。 

 

ステップ５：孔間トモグラフィー，孔間水理試験等に基づく地質環境のモデル化 

研究所用地近傍の既存試錐孔および研究所用地で掘削した深層試錐孔を用いて，孔

間トモグラフィーおよび孔間水理試験を行い，地質環境モデルの更新を行う。 

 

 なお，プロジェクトの品質管理という観点では，各ステップの成果をレビューし，

                   xi 



次のステップに進むことが妥当であることを判断した後で，次のステップに進むべき

ではあるが，時間的な制約のため，各ステップを同時並行的に進めなければならない。

そのため，適宜，その時点まで得られた成果の取りまとめ状況の質を勘案しつつ，次

のステップへ知見を反映することが必要である。 
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図 11 調査ステップの概念 
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